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2008 年 11 月 5 日 
 

「日本の教育を考える１０人委員会」 

教員アンケート調査結果のご報告 
 

全国の公立小中学校の教員を対象としたアンケートを実施し、 

現場の問題点を把握する 

 
日本の教育を考える１０人委員会 

 

〔１〕「日本の教育を考える１０人委員会（委員長：立命館大学政策科学研究科教授及

び京都大学経済研究所特任教授 佐和隆光）」では、我が国の公教育をより良いも

のとするため、２００４年度より調査・提言活動を行っています。 

 

〔２〕昨今の教育行政をみると、教育現場の実態・意向を十分に踏まえていない改革・

政策が目立ちます。それにより現場では混乱が生じているのではないかと危惧さ

れます。また、教員の事務増大や保護者からの過度な要求への対応など、教員を

取り巻く環境も大きく変化しています。 

 

〔３〕そこで、日本の教育を考える１０人委員会では、教育現場の実態を把握するこ

と、さらには昨今の教育政策が現場にどのような影響を与えているか把握するこ

とを目的として、全国の公立小中学校の教員を対象としたアンケート調査を実施

しました。 

   

【実施概要】 

対  象 ：公立の小学校又は中学校の教員 

有効回答数：１，２００件 

実施方法 ：インターネット調査 

実施時期 ：２００８年８月 

質問項目 ：①教員の勤務状況、環境について 

      ②近年の教育政策について 

      ③教員人事について 

      ④教育現場における問題について 

      ⑤児童・生徒の家庭について 

      ⑥教員を続けることについて 

 

〔４〕現在、日本の教育を考える１０人委員会では、本アンケート調査結果も参考に

しながら、我が国の義務教育に関する提言書を纏めており、後日（今月中）に公

表させていただきます。 
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〔５〕アンケート調査結果に見る注目すべきポイント 

その他の結果については、別添の「義務教育に関する教員アンケート調査」をご

覧下さい。 

 

①教員の勤務状況、環境について 

 

・臨時的任用教員や非常勤講師など常勤の正規職員以外の教員数が学校内教員

の２割を超えているという回答が全体の２２％にのぼる！ 

 

・教員が負担と感じるのは、「教員評価・学校評価」、「保護者・ＰＴＡの対応」、

「会議」など、授業以外の業務である！ 

 

⇒ 非常勤講師の割合が増加しているのは、義務教育費国庫負担金の割合が３分の

一に減額され、都道府県負担分が増加したことや公務員定の一律数削減政策な

どによると考えられます。非常勤講師は身分が保証されておらず、研修も十分

に受けられないため、必ずしも質の高い教育の提供つながらないのではないか

と懸念されます。 

⇒ 教員の業務負担について、事務や保護者対応に負担を感じていることから、授

業の準備や実施など本来の業務に十分な時間を確保できているか疑問です。 

 

②近年の教育政策について 

 

・「全国学力・学習実態調査」については、「サンプル調査で十分」、「必要ない」

という意見をあわせると、７３％にのぼる！ 

 

⇒ 全国学力・学習実態調査については、膨大な労力と予算が必要であり、しかも、

文部科学省の要請に反して学校別・地域別結果を公表する自治体が増え始めて

います。現場の意向も踏まえて、目的・効果や実施方法を検討し直し、サンプ

ル調査にするか、廃止することが望ましいと言えます。 

 

③教員人事について 

 

・全体の７３％が「教員免許更新制は必要ない」と考えている！ 

 

・昇任や異動について、「コネ」や「情実」が影響していると感じているのは全

体の約６割にものぼる！ 

 

⇒ 教員免許更新制については、「教育活動への支障」や「講習では質向上につなが

らない」という現場の意見・判断や、既に各自治体で不適切な教員を排除する
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仕組みが導入されていることを踏まえても、膨大なコストと労力をかけて行う

意義や効用があるとは考えにくいところです。 

⇒ 昇任や異動については、不適切・不当な「コネ」や「情実」の影響を排除する

ように、透明かつ公平な人事の仕組みにすることが求められます。 

 

④教育現場における問題について 

 

・全体の８４％の教員が、「保護者からの過度の要求への対応」に負担を感じて

いる！ 

 

⇒ 保護者からの過度な要求への対応については、個人で対応するのではなく、教

育委員会や学校、さらには同僚などが連携しながら対応する等、マネジメント

の視点から検討し、適切な仕組みと対応方式を具体化する必要があると考えら

れます。 

 

⑤児童・生徒の家庭について 

 

・全体の９２％が「経済格差が拡大している」と感じており、そのほとんどが

「経済格差が学力格差につながっている」と感じている！ 

 

⇒ 実態として家庭の経済格差が学力格差につながっている傾向があり、このまま

では学力の二極分化と教育機会の不平等拡大が懸念されます。 

 

⑥教員を続けることについて 

 

・「教員を辞めたいと思ったことがある」のは、全体の６割を超える！ 

 

⇒ 業務多忙により多くの教員が疲弊しているものと推測されます。これは、質の

高い教育を実現するうえで、大きなマイナス要因であると考えられます。 
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〔６〕「日本の教育を考える１０人委員会」のメンバーは次のとおりです（順不同）。 

 

（委員長） 

佐和 隆光（立命館大学政策科学研究科教授、京都大学経済研究所特任教授） 

 

（委員） 

市川 昭午（国立学校財務センター名誉教授） 

尾木 直樹（教育評論家） 

小野田 誓（元日本ＰＴＡ全国協議会相談役） 

（故）黒崎  勲（日本大学教授） 

斎藤 貴男（ジャーナリスト） 

佐藤  学（東京大学教授） 

樋口 恵子（東京家政大学名誉教授） 

藤田 英典（国際基督教大学教授） 

宮崎  緑（千葉商科大学教授） 

渡邊 光雄（南相馬市社会福祉協議会常務理事、元福島県原町市教育長） 

 

 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

問い合わせ先： 

日本の教育を考える１０人委員会事務局  

担当：香川、高村、池田（TEL：03‐3288‐4221） 

URL：http://www.10nin-iinkai.net/ 

    email：info@10nin-iinkai.net 


